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水道事業運営基盤強化に関するアンケート調査 

 

1. アンケート調査内容 

国内の水道事業の運営基盤維持・強化の現状、見通し等を把握するため、運営基盤強化方策

への取り組み状況等についてアンケート調査を行った。 

1. 水道事業における広域化及び公民連携の現状及び見通しに関する調査 

2. 直営職員の採用や人材育成、技術継承及び事業継続に関する調査 

2. アンケート調査対象 

アンケートの調査対象は本協会の全正会員（1,355水道事業体）とした。 

3. アンケート調査期間 

アンケート調査は平成29年1月26日～2月24日にかけて実施した。 

4. アンケート実施方法 

本アンケートでは試行的に本協会ホームページ（情報プラットフォーム）からWebベースで

アンケートを基本として調査を行った。 

なお、WEBで対応できない事業体にはe-mail、FAXにより回答を受領した。 

5. アンケート回答状況 

アンケートの回答状況を表 5-1に示す。最終的な回答率は、57.9％であった。 

表 5-1 アンケートの回答状況 

  回 答 

回収率 57.9% 

配布数 1,355 

回答数 784 

※ 有効回答のうち、WEBでの回答率は86.0％であった。 
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6. アンケート結果 

 

【項目-１】

貴事業における技術継承、人材育成の現状についてご回答下さい。（複数回答可）
有効回答数（回答事業体数）＝ 836（784）

選択回答 回答数

（ア）水道事業として計画的に職員採用、人材育成、技術継承を行っている 55

（イ）水道事業としての職員採用、人材育成計画はあるものの、技術継承含め、満足に行えていない 52

（ウ）水道事業としての職員採用、人材育成計画はなく技術継承含め、満足に行えていない 581

（エ）公民連携により水道事業としての体制確保や技術継承対策を講じている 57

（オ）その他 91

【項目-２】

【項目-1】で（ア）、（イ）を選んだ場合ご回答下さい。（択一回答）
有効回答数（回答事業体数）＝ 116（118）

選択回答 回答数

（ア）内部組織、業務、コスト等の分析（ABC※等）に基づく中長期の職員採用、人材育成計画がある 2

（イ）内部分析等は行っていないが、中長期（10年以上）の職員採用、人材育成計画を作成している 29

（ウ）内部分析等は行っていないが、短期的（5年程度）な職員採用、人材育成計画を作成している 57

（エ）その他 28
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【項目-3】

有効回答数（回答事業体数）＝ 1159（715）

選択回答 回答数

（ア）既に熟練職員が退職し、水道事業としての技術継承が困難な状況となっている 139

（イ）定期的な職員異動により、水道事業としての人材育成、技術継承が困難な状況となっている 499

（ウ）熟練職員（再任用含む）の退職を控え、水道事業としての技術継承が喫緊の課題となっている 341

（エ）委託等の公民連携推進により、公側の技術が喪失（空洞化）しつつあり、民間の履行監視を含む技術継承、人材育成が喫緊の課題となってい

る
131

（オ）その他 49

【項目-4】

有効回答数（回答事業体数）＝ 808（679）

選択回答 回答数

（ア）水道事業として独自の職員採用、人材育成計画を作成し、市長部局と調整すべきであるが、計画作成や調整する余力が無い 252

（イ）独自の職員採用、人材育成計画を作成しても、市長部局の理解を得ることが難しく実施が困難 239

（ウ）市長部局や市民に説明可能な、合理性のある職員採用、人材育成計画を作成できない 171

（エ）その他 146

【項目-1】で（イ）、（ウ）、（オ）を選んだ場合、貴事業における技術継承、人材育成の課題についてご回答下さい。（複数回答可）

【項目-1】で（イ）、（ウ）、（エ）を選んだ場合、貴事業における技術継承、人材育成計画の作成及び実施に向けた課題等についてご回答下さ
い。（複数回答可）
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